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第42期（決算日：2020年12月10日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「日本株インカム・ファンド」は、

去る12月10日に第42期の決算を行いました。ここに

謹んで運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 2024年12月10日まで（2000年３月31日設定） 

運用方針 

中長期的な信託財産の成長と配当収入の獲得
を目標に、積極的な運用を行います。主とし
てわが国の株式の中から、市場平均を上回る
配当利回りを有する銘柄を厳選して投資する
ことを基本とします。株式の組入比率は、原
則として高位を維持します。 

主要運用対象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な組入制限 
株式への投資割合に制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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日本株インカム・ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ( 参 考 指 数 ) 

株   式 
組入比率 

株   式 
先物比率 

投資信託 
証   券 
組入比率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

東証株価指数 
(ＴＯＰＩＸ) 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ ％ 百万円 

38期(2018年12月10日) 13,187 230 △12.7 1,589.81 △11.0 94.7 － 4.5 4,974 

39期(2019年６月10日) 12,689 215 △ 2.1 1,552.94 △ 2.3 93.4 － 4.5 4,732 

40期(2019年12月10日) 13,536 540 10.9 1,720.77 10.8 95.1 － 4.0 4,848 

41期(2020年６月10日) 11,774 190 △11.6 1,624.71 △ 5.6 95.3 － 2.8 4,181 

42期(2020年12月10日) 12,117 395 6.3 1,776.21 9.3 97.2 － 2.4 4,151 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。 

（注） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、東京証券取引所第一部に上場する内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、わが国の株式

市場全体の値動きを表す代表的な株価指数です。ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。東

京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。東京証券取引所は、

ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停

止を行う権利を有しています。 

（注） 株式組入比率には、新株予約権証券を含めて表示しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
     

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ( 参 考 指 数 ) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

東証株価指数 
(ＴＯＰＩＸ) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ ％ 

2020年６月10日 11,774 － 1,624.71 － 95.3 － 2.8 

６月末 11,169 △5.1 1,558.77 △4.1 94.0 － 2.8 

７月末 10,746 △8.7 1,496.06 △7.9 95.4 － 2.7 

８月末 11,674 △0.8 1,618.18 △0.4 96.4 － 2.6 

９月末 11,706 △0.6 1,625.49 0.0 95.6 － 2.5 

10月末 11,307 △4.0 1,579.33 △2.8 95.8 － 2.5 

11月末 12,125 3.0 1,754.92 8.0 96.3 － 2.4 

(期  末)        

2020年12月10日 12,512 6.3 1,776.21 9.3 97.2 － 2.4 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 株式組入比率には、新株予約権証券を含めて表示しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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日本株インカム・ファンド

運用経過
第42期：2020年６月11日～2020年12月10日

当期中の基準価額等の推移について

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。

第 4 2 期 首 11,774円
第 4 2 期 末 12,117円
既払分配金 395円
騰 落 率 6.3％

（分配金再投資ベース）

（円） （百万円）
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純資産総額：右目盛

基準価額：左目盛
分配金再投資基準価額：左目盛

参考指数：左目盛
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日本株インカム・ファンド

基準価額の主な変動要因

基準価額は期首に比べ6.3％（分配金再投資ベース）の上昇とな
りました。

基準価額の動き

2020年７－９月期の国内企業業績が市場予想を上回る結果と
なったことや新型コロナウイルスワクチンの開発進展などにより
国内株式市況が上昇したことが基準価額の上昇要因となりまし
た。

上昇要因

国内や欧米での新型コロナウイルスの感染再拡大などにより国内
株式市況が一時的に下落したことが基準価額の一時的な下落要因
となりました。

下落要因

銘柄要因
上位５銘柄・・・ 東京エレクトロン、ＮＴＴドコモ、伊藤忠商事、五洋建設、第一生命ホール

ディングス
下位５銘柄・・・ リコー、セイコーホールディングス、ＳＵＢＡＲＵ、パーク２４、国際石油開

発帝石

日本株インカム・ファンド
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日本株インカム・ファンド

第42期：2020年６月11日～2020年12月10日

投資環境について

当該投資信託のポートフォリオについて
株式組入比率は、運用の基本方針にしたがい、
高水準を維持しました。
銘柄選択にあたっては、予想配当利回りが市
場平均を上回る銘柄の中から、株価の値上が
り益が期待できる銘柄を厳選して投資しまし
た。
組入銘柄数は概ね71～76銘柄程度で推移さ
せました。株価水準や予想配当利回り水準等

を勘案し、銘柄入れ替えを機動的・継続的に
行いました。当期では、今後の株主還元拡大
が期待できると考えたナブテスコなど12銘柄
を新規に組み入れました。また、日本電信電
話による株式公開買付が公表され大きく株価
が上昇したＮＴＴドコモなど11銘柄を全売却
しました。

  国内株式市況
国内株式市況は上昇しました。
期首から2020年10月下旬にかけては、
国内や欧米での新型コロナウイルスの感
染再拡大や国内企業の2020年度業績に対
する不透明感が懸念される一方、新型コ
ロナウイルスワクチンの開発進展による
経済活動の正常化期待などが交錯し、国

内株式市況は一進一退の動きとなりました。
11月上旬から期末にかけては、国内企業
の2020年７－９月期決算が市場予想を上
回る結果となったほか、新型コロナウイ
ルスワクチンの良好な開発状況や米大統
領選におけるバイデン氏の勝利報道など
で不透明感が後退したことなどから、国
内株式市況は上昇しました。

日本株インカム・ファンド
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日本株インカム・ファンド

当該投資信託のベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けてお
りません。右記のグラフは当ファンドの基準価額と参考
指数の騰落率との対比です。
参考指数は東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）です。

※ファンドの騰落率は分配金込みで計算して
います。

分配金について
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、分配対象額の水準等を勘案し、次表の通
りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

（％）

2020/６/10 ～ 2020/12/10
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
9.0
10.0

ファンド 参考指数

基準価額と参考指数の対比（騰落率）

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項　目 第42期
2020年６月11日～2020年12月10日

当期分配金（対基準価額比率） 395（3.157％）

当期の収益 153

当期の収益以外 241

翌期繰越分配対象額 6,085

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基
準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファ
ンドの収益率とは異なります。

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨て
で算出しているため合計が当期分配金と一致しな
い場合があります。

日本株インカム・ファンド
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日本株インカム・ファンド

今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）

今後も企業調査を十分に行い、予想配当利回
りの高い銘柄を中心に投資し、「高水準の配
当収入」と「中長期的な株価の値上がり益」
の獲得をめざす基本方針を継続します。加え
て、財務の健全性や株式の流動性に留意しな
がら、保有銘柄の比率調整や新規銘柄の組み
入れを行います。
新型コロナウイルスワクチンの実用化に向け
た期待が高まっています。一方で足下では世
界的に重症者数が再拡大しており、また、ワ

クチンが広く普及するには相応の時間を要す
ることから、当面の経済の回復ペースは緩や
かなものになると考えております。中長期的
には、資本効率の改善により企業価値を向上
させようとする動きは拡大しており、株主還
元強化の流れは今後も継続すると考えていま
す。
引き続き、配当の継続性、成長性を重視しな
がら、より積極的な株主還元に取り組む企業
などに注目していきたいと考えています。

日本株インカム・ファンド
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日本株インカム・ファンド

2020年６月11日～2020年12月10日

１万口当たりの費用明細

（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を
含む）は、追加・解約により受益権口数に変動が
あるため、簡便法により算出した結果です。

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除し
て100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未
満は四捨五入してあります。

項目
当期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 96 0.826 (ａ)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) ( 45) (0.385) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) ( 45) (0.385) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) (  6) (0.055) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)売買委託手数料 4  0.037  (ｂ)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料

( 株 式 ) (  4) (0.037) 
( 投資信託証券 ) (  0) (0.000) 

(ｃ)そ の 他 費 用 0  0.001  (ｃ)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

( 監 査 費 用 ) (  0) (0.001) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用

合　　計 100  0.864  

期中の平均基準価額は、11,636円です。

日本株インカム・ファンド
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日本株インカム・ファンド

（参考情報）
■総経費率
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有
価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じ
た数で除した総経費率（年率）は1.65％です。

（注） 費用は、１万口当たりの費用明細において用いた
簡便法により算出したものです。

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。

（注） 各比率は、年率換算した値です。
（注） 前記の前提条件で算出したものです。このため、

これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。

運用管理費用（受託会社）
0.11％

その他費用
0.00％

運用管理費用（販売会社）
0.77％

運用管理費用（投信会社）
0.77％総経費率

1.65％

日本株インカム・ファンド
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日本株インカム・ファンド

○売買及び取引の状況 (2020年６月11日～2020年12月10日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 
内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 611 917,008 661 1,103,242 

 
（注） 金額は受渡代金。 

 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 

国 

内 

 千口 千円 千口 千円  
アドバンス・レジデンス投資法人 － － 0.001 291  

インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人 － － 0.635 7,897  
ラサールロジポート投資法人 － － 0.002 313  
ジャパンリアルエステイト投資法人 － － 0.001 549  
オリックス不動産投資法人 － － 0.001 163  
グローバル・ワン不動産投資法人 － － 0.004 402  

合 計 － － 0.644 9,618  
 

（注） 金額は受渡代金。 

 

○株式売買比率 (2020年６月11日～2020年12月10日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 2,020,250千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 3,863,486千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.52   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2020年６月11日～2020年12月10日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 917 231 25.2 1,103 173 15.7 

 
   

株式 

投資信託証券 

利害関係人との取引状況 
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種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 22 4 87 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 1,524千円 
うち利害関係人への支払額（B） 311千円 

（B）／（A） 20.4％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券、日立キャピタルです。 
 
  

利害関係人の発行する有価証券等 
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日本株インカム・ファンド

○組入資産の明細 (2020年12月10日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

鉱業（0.5％）    

国際石油開発帝石 44.4 35.2 20,204 

建設業（7.5％）    

ウエストホールディングス 28.8 － － 

五洋建設 － 90.2 80,909 

ライト工業 46.7 44.2 78,897 

積水ハウス 24.5 23.4 47,151 

協和エクシオ 12.4 14 39,326 

レイズネクスト 59.7 46.8 54,615 

繊維製品（－％）    

帝人 22.8 － － 

化学（6.8％）    

旭化成 49.5 46.8 49,748 

デンカ 14 13.6 52,360 

三菱瓦斯化学 － 30.2 70,366 

アイカ工業 11.7 11.3 41,414 

ノエビアホールディングス 7.9 7.7 33,610 

有沢製作所 31.5 29.9 28,584 

医薬品（4.3％）    

武田薬品工業 44.4 35.4 137,245 

キョーリン製薬ホールディングス 20.7 19.7 37,961 

ガラス・土石製品（2.9％）    

ＡＧＣ － 17.7 60,711 

ニチアス 24.5 23.4 57,283 

非鉄金属（3.4％）    

古河電気工業 17.1 16.6 48,057 

住友電気工業 43.8 42.2 52,349 

アサヒホールディングス 16.9 11.7 38,083 

金属製品（1.4％）    

三和ホールディングス 36.8 48.3 57,960 

機械（3.4％）    

アマダ － 58.5 64,759 

ナブテスコ － 16.8 72,240 

日立建機 32.5 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

三菱重工業 14.4 － － 

電気機器（8.6％）    

日立製作所 25.8 － － 

マブチモーター 11.2 14.6 66,722 

ＭＣＪ 62.2 68 67,524 

エスペック 20 19 38,285 

リコー 61.7 － － 

東京エレクトロン 4.9 4.8 174,816 

輸送用機器（10.5％）    

トヨタ自動車 16.1 27.4 204,952 

本田技研工業 56.7 36 111,600 

ＳＵＢＡＲＵ 23.9 26.6 56,418 

豊田合成 18 17.2 49,071 

精密機器（2.1％）    

タムロン 20.5 33.8 57,865 

セイコーホールディングス 21.5 20.5 28,474 

電気・ガス業（0.9％）    

中部電力 59.8 29.7 36,560 

陸運業（3.0％）    

日本通運 10.5 10.2 71,196 

センコーグループホールディングス 54 51.2 50,995 

倉庫・運輸関連業（1.0％）    

住友倉庫 47 28.8 38,707 

情報・通信業（8.6％）    

プロトコーポレーション － 17.4 17,887 

アルテリア・ネットワークス － 23.6 36,108 

トレンドマイクロ 9.2 8.9 50,819 

日本電信電話 25.1 52.9 136,455 

ソフトバンク 114.9 80.2 105,182 

ＮＴＴドコモ 52.9 － － 

卸売業（7.6％）    

ＴＯＫＡＩホールディングス 75.3 64.3 64,750 

コメダホールディングス 21.2 20.2 37,531 

伊藤忠商事 64.3 60.7 177,942 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

サンゲツ 18.4 － － 

因幡電機産業 11.7 11.4 27,941 

小売業（5.7％）    

エービーシー・マート － 5.5 30,305 

アダストリア － 23.9 44,788 

Ｊ．フロント リテイリング 53.4 51.4 45,848 

日本瓦斯 － 11.5 62,905 

丸井グループ 24.1 23.1 44,167 

銀行業（4.1％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 118.8 113.5 50,144 

三井住友フィナンシャルグループ 29.8 31.8 97,530 

南都銀行 8.9 8.9 16,465 

セブン銀行 143.7 － － 

証券、商品先物取引業（3.3％）    

ＳＢＩホールディングス 26.5 25.2 71,895 

野村ホールディングス － 108.4 59,489 

保険業（5.6％）    

第一生命ホールディングス 80.8 97.2 159,165 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

東京海上ホールディングス 15.6 12.3 64,821 

その他金融業（2.0％）    

日立キャピタル 7.4 16 37,616 

オリックス 24.8 27.9 43,789 

不動産業（2.6％）    

日本駐車場開発 102.5 155.5 22,392 

野村不動産ホールディングス 16.1 15.3 35,021 

オープンハウス － 11.8 46,197 

パーク２４ 21.3 － － 

サービス業（4.2％）    

リソー教育 194.9 185.2 57,782 

ベルシステム２４ホールディングス 29.7 28.3 48,845 

丹青社 27.1 25.8 21,955 

メイテック 10.6 8.4 42,924 

合 計 
株 数 ・ 金 額 2,447 2,397 4,035,693 

銘柄数＜比率＞ 64 66 ＜97.2％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
 

 

 

銘         柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口   数 口   数 評 価 額 比   率 

 千口 千口 千円 ％ 

アドバンス・レジデンス投資法人 0.044 0.043 12,822 0.3 

日本リート投資法人 0.031 0.031 11,113 0.3 

インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人 0.635 － － － 

ラサールロジポート投資法人 0.074 0.072 11,052 0.3 

ジャパンリアルエステイト投資法人 0.039 0.038 20,824 0.5 

オリックス不動産投資法人 0.057 0.056 8,876 0.2 

グローバル・ワン不動産投資法人 0.101 0.097 9,593 0.2 

ケネディクス・オフィス投資法人 0.021 0.021 13,944 0.3 

大和証券オフィス投資法人 0.021 0.021 12,789 0.3 

合 計 
口 数 ・ 金 額 1 0.379 101,014  

銘 柄 数＜比 率＞ 9 8 ＜2.4％＞  
 

（注） 比率および合計欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

 

  

国内投資信託証券 
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○投資信託財産の構成 (2020年12月10日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 4,035,693 93.1 

投資証券 101,014 2.3 

コール・ローン等、その他 196,952 4.6 

投資信託財産総額 4,333,659 100.0 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2020年12月10日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 4,333,659,811   

 コール・ローン等 67,128,519   

 株式(評価額) 4,035,693,970   

 投資証券(評価額) 101,014,400   

 未収入金 120,587,881   

 未収配当金 9,235,041   

(B) 負債 182,033,057   

 未払収益分配金 135,335,398   

 未払解約金 12,694,657   

 未払信託報酬 33,944,179   

 未払利息 46   

 その他未払費用 58,777   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 4,151,626,754   

 元本 3,426,212,627   

 次期繰越損益金 725,414,127   

(D) 受益権総口数 3,426,212,627口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,117円 
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 3,551,858,939円 

期中追加設定元本額 46,884,478円 

期中一部解約元本額 172,530,790円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.2117円です。 

○損益の状況 (2020年６月11日～2020年12月10日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 59,522,524   

 受取配当金 59,530,726   

 受取利息 343   

 その他収益金 688   

 支払利息 △        9,233   

(B) 有価証券売買損益 227,784,853   

 売買益 437,934,061   

 売買損 △  210,149,208   

(C) 信託報酬等 △   34,002,956   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 253,304,421   

(E) 前期繰越損益金 △  866,523,966   

(F) 追加信託差損益金 1,473,969,070   

 (配当等相当額) (  2,008,689,908)  

 (売買損益相当額) (△  534,720,838)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 860,749,525   

(H) 収益分配金 △  135,335,398   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 725,414,127   

 追加信託差損益金 1,473,969,070   

 (配当等相当額) (  2,008,689,908)  

 (売買損益相当額) (△  534,720,838)  

 分配準備積立金 76,498,777   

 繰越損益金 △  825,053,720   
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

②分配金の計算過程 

項 目 
2020年６月11日～ 
2020年12月10日 

費用控除後の配当等収益額 52,477,112円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 

収益調整金額 2,008,689,908円 

分配準備積立金額 159,357,063円 

当ファンドの分配対象収益額 2,220,524,083円 

１万口当たり収益分配対象額 6,480円 

１万口当たり分配金額 395円 

収益分配金金額 135,335,398円 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 395円 
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、2020年12月10日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。

◆課税上の取り扱い 

・ 分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・ 分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・ 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・ 個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

・分配時において、外国税控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。 

 

※ 法人受益者に対する課税は異なります。 

※ 課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※ 税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※ NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 

 


